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第１章 

計画の策定 
第１章では、本計画を策定するに至った背景や、地球温暖化問題に関する基本的な認

識を整理します。 

また、本計画の前提となる基本的事項として、計画の位置付けや期間等を整理します。 
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１-１ 計画策定の趣旨 

地球温暖化問題は、２１世紀において、私たち人類が解決しなければならない最重要課題の

一つです。 

既に、地球温暖化による気候変動の影響は、異常気象の増加や生態系の変化など、あらゆ

るかたちで顕在化していると言われています。そして、こうした影響は、地球上の遠い場所で起

きているものばかりではなく、実は、私たちのまち高松市にも、その影響が顕在化しつつありま

す。 

地球温暖化問題に対しては、国際的に各国が削減目標を共有し、連携・協調して取り組んで

いくことはもちろん重要ですが、我が国が目指す低炭素社会の実現に向けては、国や県などの

取組だけではなく、地域の自然的社会的特性に即した、地域の主体的な発想に基づく、地域

からの行動がより重要となっています。地球温暖化対策において、地方自治体の果たすべき役

割はますます重要になっています。 

こうした中、第１７４回通常国会において、地球温暖化対策基本法案が廃案になるなど、現在

のところ、国の地球温暖化対策の道筋が不透明ではあるものの、中核市等においては、地球温

暖化対策の推進に関する法律（以下「地球温暖化対策推進法」という。）の一部改正により、行

政区域全体の温室効果ガスの排出量の削減等に関して、地方公共団体実行計画を策定する

ことが求められていることから、本市では、現段階で国から示されている内容を参考に、地域特

性を踏まえる中で、温室効果ガスの排出抑制に向け、市民・事業者・市の各主体が地球温暖化

の現状を正しく理解し、各々の役割に応じた取組を総合的かつ計画的に推進していくための計

画として、「高松市地球温暖化対策実行計画」を策定します。 

なお、今後、国において、地球温暖化対策の具体的道筋や負担などを早急に示し、地方自

治体の意見等も踏まえ、国民的な合意形成を図られるよう期待するものです。 
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１-２ 地球温暖化について 

（１）地球温暖化とは 

地球の温度は、太陽から送られてくる熱（日射）と、その熱によって暖められた地表から宇宙

へ放出される熱とのバランスにより定まっています。 

地球を取り巻く大気中に含まれる二酸化炭素などの温室効果ガスは、地表から宇宙に向

かって放出される熱を吸収し、再び地表に放射する役割を担っています。そのおかげで、地表

の平均気温は約１４℃と、人間を始め、生物が生きるのに適した環境に保たれているのです。 

しかし、経済活動の活発化などに伴い、人類が石炭や石油などの化石燃料を大量に燃やす

ようになったため、二酸化炭素などの温室効果ガス排出量が、地球の自然吸収量を超え、大気

中の温室効果ガスの濃度が急激に上昇しました。 

その結果、宇宙への熱の放出を抑える温室効果が強くなり、地球の気温が全体に上昇して

います。これが「地球温暖化」と呼ばれる現象です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

    （http://www.jccca.org/）より 

図 1-1 温室効果ガスと地球温暖化のメカニズム 
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（２）地球温暖化による影響 

１）地球の気温・海面はどうなるの 

気候変動に関する政府間パネル（ＩPCC）

第４次評価報告書（2007（平成１９）年）では、

地球温暖化が進行していること、そしてそ

の原因が人間活動によることを科学的に論

じています。 

これからも人類が、これまでと同じような

活動を続けるならば、今世紀末には、地球

全体の平均気温が１．１℃から６．４℃上昇

し、海面が１８ｃｍから５９ｃｍ上昇すると言わ

れています。 

 

２）日本への影響はあるの 

気象庁の報告では、日本の年平均気温

は、１００年当たり１．１３℃の割合で上昇し

ています。世界の年平均気温が、１００年当

たり０．６８℃の割合で上昇しているのに比

べ、１．７倍と大きな数字です。 

気温の上昇に伴い、熱帯夜（夜間の最低

気温が２５℃以上）や猛暑日（１日の最高気

温が３５℃以上）の日数が増え、冬日（１日

の最低気温が０℃未満）の日数が尐なく

なっています。 

１日に降る雤の量が１００ｍｍ以上のよう

な大雤の日数は、長期的に増える傾向に

あり、地球温暖化の影響とも考えられていま

す。 

 

 

 

 

出典：気象庁「気候変動監視レポート２００９」 

 

    

出典：ＩＰＣＣ第 4 次評価報告書 2007 

全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

    （http://www.jccca.org/）より 

図 1-2 700 年から 2100 年までの気温変化(観測と予測) 

図 1-3 世界平均海面水位の変化(1800 年～2100 年) 

出典：ＩＰＣＣ第 4 次評価報告書 2007 

気象庁ウェブサイトより 

図 1-4 日本における年平均気温の変化(1898年～2009年) 

 

18cm 

59cm 

100 年で 

1.13℃上昇 
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３）高松市にも影響が顕在化しつつあります。  

本市内においても、地球温暖化によると思われる様々な影響が顕在化しつつあります。 

 

 ① 平均気温が上昇しています。 

高松の年平均気温は、年々徐々に上昇して

おり、半世紀で２℃以上上昇しています。 

 

 

 

 

 

 ② 夏はより暑く、冬は暖かくなる傾向です。 

高松の熱帯夜と猛暑日の観測日数の推移を見ると、1990年代初め（平成２年）ごろから明ら

かに増加していることが分かります。 

冬日の観測日数の推移を見ると、1980年代半ば（昭和５５年）ごろから減尐し続け、この半世

紀で約２０日も冬日が減尐しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 生態系への影響が懸念されます。（桜の開花日、紅葉の見ごろ時期の変化） 

高松では、この５０年間でソメイヨシノ（サクラ）の開花日は約６日早くなり、イロハカエデの紅葉

は約８日遅くなっています。生態系に及ぼす影響が懸念されます。 
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資料：気象庁 

図 1-5 高松の年平均気温と上昇の傾向 

図 1-6 高松における熱帯夜と猛暑日の観測日数 

資料：気象庁 資料：気象庁 

出典：香川県ウェブサイト 

図 1-9 高松におけるイロハカエデの紅葉の日 図 1-8 高松におけるソメイヨシノ（サクラ）の開花日 
出典：香川県ウェブサイト 

50 年で 

２℃以上 

上昇 

図 1-7 高松における冬日の観測日数 
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 ④ ヒートアイランド現象の顕在化が指摘されています。 

本市中心部においては、ビル・マンションなどの建物の空調設備、自動車からの排熱増加な

どによるヒートアイランド現象の顕在化が指摘されています。 

⑤ 異常気象の発生増加が懸念されます。（台風･高潮被害、異常渇水等） 

  本市では、2004（平成１６）年に台風による高潮被害、2005（平成１７）年には異常渇水に見

舞われました。 

今後、地球温暖化による気候変動が進むと、このような渇水や、一方で、集中豪雤などによ

る災害の危険性が増大することが懸念されます。 
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１-３ 地球温暖化防止に向けた取組 

（１）世界および我が国の地球温暖化防止に向けた取組 

１）国際社会における取組 

1992（平成４）年に、ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開催された「環境と開発に関する国連

会議（地球サミット）」において、「持続可能な開発」のために必要な地球温暖化防止策を話し

合うことを取り決めた「気候変動に関する国際連合枠組条約」（以下「気候変動枠組条約」とい

う。）が採択されました。 

1997（平成９）年には、京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で、

各国ごとに温室効果ガス排出量に係る数値目標を定めた「京都議定書」が採択され、先進国

全体で、2008（平成２０）年から2012（平成２４）年までの第一約束期間に、削減基準年の排出

量から５．２％削減することが約束され、我が国は６％の削減を約束しています。 

その後、地球温暖化問題が着実に進行している現実を示したアル・ゴア元米国副大統領

の著書「不都合な真実」が国際社会において大きな反響を呼び、「人為的な気候変動に関す

る知識を広め、対策の基盤構築に努めた」として、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）

とともに、2007（平成１９）年のノーベル平和賞を受賞しました。このような話題を通じて、地球

温暖化問題は、国際社会にもその深刻性、緊急性が認知されるようになりました。 

その後、2008（平成２０）年７月に、我が国で開催された第３４回主要国首脳会議（北海道洞

爺湖サミット）では、2050（平成６２）年までに、世界全体の温室効果ガスの排出量を、尐なくと

も半減するという長期目標を世界全体の目標として、採択することを求めていくことで合意しま

した。 

そして、2009（平成２１）年１２月に、コペンハーゲンで開催された気候変動枠組条約第１５

回締約国会議（ＣＯＰ１５）では、地球温暖化問題に対する京都議定書以降の新たな国際的

な枠組に関する交渉が行われ、「世界全体の長期目標として産業革命以前からの気温上昇

を２℃未満に抑えるとの目標設定について留意する。」との決議が採択されました。 

今後の国際社会においては、世界の全主要国が参加する国際的な枠組みの構築が、喫

緊の課題として挙げられています。 
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２）国内における取組 

1997（平成９）年の京都議定書の採択を受け、国内では1998（平成１０）年６月、地球温暖

化対策推進本部において、2010（平成２２）年に向けて、緊急に推進すべき地球温暖化対策

を取りまとめた「地球温暖化対策推進大綱」を決定しました。 

さらに、同年、温室効果ガスの排出量を削減するための国、地方自治体、企業などの責任

と取組を定めた「地球温暖化対策推進法」が制定され、日本国内の対策の基礎的な枠組み

が構築されました。 

その後、2005（平成１７）年４月に、「京都議定書目標達成計画」が閣議決定され、我が国の

６％削減約束を確実に達成するために必要な措置が定められました。目標期間に入った

2008（平成２０）年３月には計画全体を改定し、更なる対策強化を図っています。 

各分野の対策としては、2006（平成１８）年４月に、「エネルギーの使用の合理化に関する法

律」が改正され、運輸（輸送）に関する対策が導入されたほか、工場・事業所および住宅・建

築分野における対策強化が図られています。 

また、同時に「地球温暖化対策推進法」が改正され、一定規模以上の事業者に対して、温

室効果ガス排出量を毎年報告することを義務付けた、「温室効果ガス算定・報告・公表制度」

が導入されています。 

京都議定書以降の我が国の中期目標については、2009（平成２１）年９月に行われた国連

気候変動サミットにおいて、鳩山前首相が、「世界のすべての主要国による、公平かつ実効

性のある国際枠組みの構築と、すべての主要国の参加による意欲的な目標の合意を前提と

して、2020（平成３２）年までに1990（平成２）年比で２５％の削減を目指す。」ことを発表し、日

本としての排出量削減と途上国への協力を積極的に行っていくことを、国際社会に表明して

います。 

また、2009（平成２１）年１１月には、日米両国首脳間で発表された、「気候変動交渉に関す

る日米共同メッセージ」において、2050（平成６２）年までに自国の排出量を８０％削減すること

を目指すとともに、同年までに世界全体の排出量を半減するとの目標を支持することを、両国

で合意しました。 
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（２）高松市における取組 

本市では、2008（平成２０）年３月に「高松市環境基本計画」を改定し、その中で、地球温暖化

の防止を重点施策の一つに掲げ、地球温暖化の原因となっている温室効果ガス排出量の削減

に努めることとしています。 

具体的な地球温暖化対策としては、本市の恵まれた日照条件をいかした太陽エネルギーの

導入促進を図るため、「高松市太陽光発電システム設置費補助制度」を創設し、2003（平成１５）

年度から市内の太陽光発電システム設置者に対して、補助しています。また、2008（平成２０）年

７月からは、市内の事業所等に太陽光発電システム(１０kW以上)を設置する事業者（法人等）を

対象にした補助制度に拡充しています。 

日常の暮らしに関する取組としては、市民の皆さんに日々の生活の中でできる省資源・省エ

ネルギー・リサイクルなどについて理解し、実践してもらうため、広報紙やホームページにより家

庭で身近にできる地球温暖化防止への取組を紹介するほか、「環境展」や「ストップ！地球温暖

化展」を開催し、環境にやさしいライフスタイルへの転換を促しています。 

また、循環型社会の形成に向け、ごみの減量・資源化および温室効果ガスの排出抑制に積

極的に取り組む市内の事業所や店舗を「地球にやさしいオフィス・店」として登録を促しているほ

か、2008（平成２０）年１２月には、レジ袋の使用量削減について、事業者、市民団体、市の３者

で協定を締結しています。 

自動車等の運輸に関する取組としては、2008（平成２０）年１１月に「高松地区における自転

車を利用した都市づくり計画」を、2010（平成２２）年１月に「高松市環境配慮型都市交通計画」

を策定し、自動車に依存しない交通体系への転換、自転車や公共交通の利用促進に向けた各

種施策の推進に努めています。啓発事業として、美術館通りを中心に実施している「カーフリー

デー高松」は、毎年多くの参加者を集め、「カーフリーデー」という言葉とともに、「車の使い方を

見直そう」という考え方が、市民の間にも浸透しつつあります。 

また、一事業者・一消費者の立場から、市民や事業者に率先して、市役所自ら環境負荷の

軽減を図るため、2000（平成１２）年３月に「高松市役所における環境行動率先実行計画」を策

定し、引き続き取り組んでいます。 

さらに、市役所として環境に配慮した行動を推進し、「土と水と緑を大切にする環境共生都市

たかまつ」の実現を目指すため、2001（平成１３）年９月、市役所本庁舎の事務事業を対象にＩＳ

Ｏ14001 環境マネジメントシステムの認証を取得し、その後、本庁舎に加え、市民文化センター

など１６か所の施設で、さらに、2007（平成１９）年度からは合併地区の６支所にも適用範囲を拡

大し、「環境負荷の低減」と「環境保全」に努めてきました。 
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１-４ 計画の基本的事項 

（１）計画の位置付け 

2008（平成２０）年６月に地球温暖化対策推進法の一部が改正され、中核市等においては、

これまで策定が義務付けられていた地方公共団体実行計画（本市では、高松市役所における

環境行動率先実行計画）に加え、行政区域全体の自然的社会的条件に応じた温室効果ガス

の排出量削減のための施策等を含めた、実行計画の策定が求められており、本市においても、

新たな地球温暖化対策実行計画を策定することとしたものです。 

この計画は、本市総合計画や環境基本計画等との整合を図り、中長期的な展望の下、本市

の将来を見据えた低炭素社会づくりに向けた目標を明確にするとともに、本市の地域特性をい

かし、市民・事業者・市が一体となり、地球温暖化対策に積極的かつ効果的に取り組む指針と

なるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連分野計画 
 ・高松市都市計画マスタープラン 

 ・高松市環境配慮型都市交通計画 

 ・高松地区における自転車を利用した都市づくり計画 

 ・高松市循環型社会形成推進地域計画 

 ・高松市中心市街地活性化基本計画 

 ・高松市農業振興計画 

 ・高松市緑の基本計画   など 

高松市の関連行政計画等 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

高松市環境基本計画 
～土と水と緑を大切にする 

環境共生都市 たかまつ～ 

第５次高松市総合計画 

（基本構想） 

第２０条の３ 

地方公共団体実行計画 

高松市地球温暖化対策実行計画 

整合性 

図 1-10 本計画の位置付け 
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（２）対象とする温室効果ガス 

本計画において対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策推進法の対象と同様に、市域

内で人為的に排出されている、以下の６物質とします。 

なお、温室効果ガス排出量は、把握が困難なパーフルオロカーボン（ＰＦＣ）と六フッ化硫黄

（ＳＦ６）を除く、４物質について推計します。 

 

 

温室効果ガス (人為的な)排出源 地球温暖化係数 

二酸化炭素（ＣＯ２） 
石油や石炭、天然ガスなどの化石燃料

の燃焼 など 
１ 

メタン（ＣＨ４） 
化石燃料の燃焼、水田、家畜の反すう・

ふん尿、廃棄物の焼却、下水処理 など 
21 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 
化石燃料の燃焼、家畜のふん尿、廃棄

物の焼却、下水処理 など 
310 

代替 

フロン等 

３ガス 

ハイドロフルオロカーボン 

（ＨＦＣ） 

冷蔵庫、カーエアコンの冷媒 など 
140～11，700 

パーフルオロカーボン 

（ＰＦＣ） 

半導体製造 など 

（把握が困難なため、推計しない。） 
6，500～9，200 

六フッ化硫黄 

（ＳＦ６） 

半導体製造 など 

（把握が困難なため、推計しない。） 
23，900 

※地球温暖化係数とは、“温暖化の能力”を示す数値であり、二酸化炭素を基準（=1）とした時の各物質の

温暖化をもたらす程度を示す数値のこと。 

 

（３）計画の期間・基準年 

計画の期間は、2010（平成２２）年度から 2020（平成３２）年度までとします。 

ただし、削減目標の実現に向けては、長期的な視点に立った取組が必要であることから、環

境省の地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル（2009（平成２１）

年６月）において、推奨されている長期目標年に合わせ、2050（平成６２）年を長期目標とし、そ

の目標を視野に入れて取り組みます。 

なお、基準年は、京都議定書に準じ、二酸化炭素、メタンおよび一酸化二窒素については

1990（平成２）年、代替フロン等については 1995（平成７）年とします。 

 

 

 

 

 

 

（４）計画の対象区域 

本計画の対象区域は、高松市全域とします。ただし、必要に応じて、市域外についても、含

めるものとします。  

計 画 の 期 間 

2010 年度 

計画期間の開始 

国の動向などを踏

まえ、適時適切に

計画の見直し 

2020 年度 

計画期間の終了 

（目標年度） 

2050 年 

長期目標 

表 1-1 対象とする温室効果ガス 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

第２章 

高松市の特性 
第２章では、温室効果ガスの排出量に影響を与える本市の自然的社会的特性や、アン

ケート調査結果に基づく市民の意識等を抽出し、分析します。 
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２-１ 気候 

 年間を通じて降水量が尐なく、晴天日数や日射量の多い瀬戸内式気候です。 

→ 本市は、太陽エネルギーの利活用に非常に適した地域です。 

本市は、瀬戸内式気候区に属し、比較的温暖で、年間を通じて降水量が尐ない気候特性

を有しています。 

2009（平成２１）年の日照時間は春季に最も長く、他都市に比べ年間を通じて長い日照時

間を維持しており、日射量についても、高い水準を維持しています。 

こうした気候特性から、本市は、太陽エネルギーの利活用に非常に適した地域と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 日照時間の比較(2009 年観測) 図 2-2 最適傾斜角における日射量の比較（1961 年～1990 年平均値） 
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資料：気象庁 資料：ＮＥＤＯ「全国日射関連データマップ」 
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２-２ 人口・世帯 

（１）人口 

 将来の人口は、減尐すると予測されています。 

本市の人口は、2050（平成６２）年には、2009（平成２１）年に比べ、約３割減尐すると予測さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）世帯 

 １世帯当たり人員は減尐傾向にあり、総世帯数は増加傾向にあります。 

→ 家庭におけるエネルギー消費量の抑制が必要です。 

本市では、１世帯当たり人員が減尐するとともに、世帯数は増加しています。 

一般的に、家庭におけるエネルギー消費量は、人口よりも世帯数に影響を受けるため、今

後の家庭におけるエネルギー消費量の増加が懸念されるので、その抑制が必要です。 
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資料：国勢調査 

図 2-3 高松市の人口 

図 2-4 高松市の世帯数と１世帯当たり人員 

資料：実績値 国勢調査（1990～2005 年）、高松市統計（2009 年） 

推計値 第５次高松市総合計画 
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２-３ 経済・産業 

 四国の中枢管理都市として、官公庁の地方機関や企業の支店・営業拠点が集積していま

す。 

 第３次産業が盛んであり、その傾向は年々顕著となっています。 

→ 事務所や店舗などから排出される温室効果ガスに関し、実効的で、かつ、持続可能な

排出抑制対策が必要です。 

本市の産業別就業者数の構成は、官公庁の出先機関や企業の支店が多く集積していると

いう特徴から、卸売・小売業やサービス業等などの第３次産業が大多数（就業者の約７割）を

占めており、年々その傾向を強めています。 

本市のこうした都市機能を低下させることなく、今後も増加すると予測される事務所や店舗

などからの温室効果ガスの確実な排出抑制が必要です。 
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表 2-1 国の出先機関の配置状況 

単位：機関 

府省等 高松市 徳島市 松山市 高知市 その他 

人事院 １     

内閣府 ２     

総務省 １  １   

法務省 ５     

財務省 ２     

厚生労働省 ２     

農林水産省    １ ２ 

経済産業省 ２     

国土交通省 ５     

環境省 １     

最高裁判所 １     

計 ２２ ０ １ １ ２ 

出典：第５次高松市総合計画 

 

 

表 2-2 企業のうち、各業種売上上位１０社の 

     支店等の配置状況 

単位：社 

業種 高松市 徳島市 松山市 高知市 

建設 ６ １ １ １ 

鉄鋼 ５ ０ ０ １ 

機械 ４ ０ ０ ０ 

電気機器 ６ ０ ０ ０ 

商社 ７ ０ １ ０ 

小売 ４ ２ ４ ３ 

陸運 ３ １ ２ １ 

通信 ３ １ １ １ 

サービス ５ ２ ２ １ 

銀行 ７ ３ ２ ３ 

計 ５０ １０ １３ １１ 

出典：第５次高松市総合計画 

 

 

資料：国勢調査 

図 2-5 産業分類別就業者数構成比の推移 
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２-４ 都市構造 

 都心地域から郊外部に人口が流出し、都心の人口密度が低下しています。 

 郊外部の用途地域外における開発行為の増加など、商業機能等の郊外化が進んでいま

す。 

→ 持続可能で環境負荷の少ない集約型の都市構造（多核連携型コンパクト・エコシティ）

への円滑な移行が求められています。 

本市では、都心地域から郊外部へ人口が流出する傾向にあり、また、郊外部の用途地域

外において、開発行為が増加しており、商業機能等の郊外化が進んでいます。 

こうした市街地の拡散・低密度化の進行は、都心地域の空洞化、都市活力の衰退につな

がるとともに、日常生活や都市活動、日々の移動などにおける非効率化により、温室効果ガス

排出量の更なる増大を招くことが懸念されます。このため、本市が目指す持続可能で環境負

荷の尐ない集約型の都市構造（多核連携型コンパクト・エコシティ）への円滑な移行が求めら

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 人口密度の推移 出典：高松市環境配慮型都市交通計画 
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※H19・H20は高松市のデータの伸び率から算出 

出典：高松市資料 
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図 2-7 用途地域内外の開発許可用地面積推移      図 2-8 用途別開発許可用地面積の推移 

                                       （用途白地地域のみ） 
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２-５ 交通 

（公共交通） 

 公共交通の利用者は、減尐傾向が続いていましたが、ここ数年は、ほぼ横ばいとなって

います。 

 超高齢社会に向け、交通弱者の移動手段を確保する必要があります。 

→ 公共交通の利用促進を図ることが必要です。 

鉄道網は、都市間輸送としてＪＲ（予讃線・高徳線）が、都市内輸送としてことでん（琴平線・

志度線・長尾線）が運行されていますが、主要２路線である予讃線(JR)および琴平線(ことで

ん)の利用者数は、減尐傾向が続いていましたが、ここ数年は、ほぼ横ばい傾向にあります。 

香川県内のバス輸送人員も減尐傾向にあり、ここ数年は、ほぼ横ばい傾向にあります。 

しかし、本市においては、２０年後には３４％、４０年後には４２％が、６５歳以上の高齢者に

なると推計されており、交通弱者の移動手段の確保が急務となっています。 

2010（平成２２）年１月に策定した「高松市環境配慮型都市交通計画」に基づき、自動車に

依存しない交通体系への転換を図っていく必要があります。 
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図 2-10 高松市の将来推計に基づく高齢化率の推移 

資料：高松市環境配慮型都市交通計画 

資料：鉄道 高松市都市計画マスタープラン 

                       バス 香川県統計年鑑 

図 2-9 鉄道主要路線別利用者数および県内一般乗合バス輸送人員の推移 

高齢化率（％）

20

28 31 32 34 36

424139

0

10

20

30

40

50

2005
（H17）

2015
（H27）

2020
（H32）

2025
（H37）

2030
（H42）

2035
（H47）

2040
（H52）

2045
（H57）

2050
（H62）



 - 19 - 

（自動車・自転車） 

 本市では、自動車に依存したライフスタイルが定着しています。 

 一方、本市は温暖尐雨で起伏が尐ない地形のため、自転車利用に適しており、身近な移

動手段として、他都市と比較しても多くの市民が自転車を利用しています。 

→ 自動車に依存したライフスタイルから、環境負荷の少ない自転車の利用を促し

ていく必要があります。 

本市では、通勤・通学手段として、自家用車の利用率が約４８％となっており、他都市と比

べても高く、自動車に依存したライフスタイルが定着していることがうかがえます。 

一方、自転車の利用率は、自家用車に次いで多く、全体の２７％を占めており、自転車保

有率も香川県は全国７位で、鉄道が発達した大都市周辺を除くと全国トップです。市民にとっ

て自転車は、最も身近な乗り物であり、かつ、ライフスタイルの一部にもなっています。 

今後、快適な自転車利用の環境整備に努めるなど、自動車に依存したライフスタイルを見

つめ直し、環境負荷の尐ない自転車の利用を促していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 

順位 
都道府県 

自転車保有台数 

（千台） 

人口 

（千人） 

自転車保有率 

（保有台数／人口） 

1 埻玉 5,436 7,113 76.4% 

2 大阪 6,515 8,806 74.0% 

3 東京 8,999 12,838 70.1% 

4 京都 1,656 2,629 63.0% 

5 千葉 3,763 6,122 61.5% 

6 兵庫 3,390 5,586 60.7% 

7 香川 606 1,003 60.4% 
         

47 沖縄 230 1,376 16.7% 

 全国平均 69,099 127,692 54.1% 

 

  

図 2-11 通勤通学時の交通手段  
 

表 2-3 都道府県別の自転車保有率 （2008（平成２０）年） 

 
 

出典：高松地区における自転車を利用した都市づくり計画 

 

資料：自転車保有台数 自転車産業振興協会「自転車統計要覧」 

     人口 総務省統計局 推計人口（１０月１日現在） 
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２-６ 廃棄物 

 焼却処理量は近年、減尐傾向にあります。 

→ 分別収集および家庭ごみ有料化の成果などであり、この傾向の維持が重要です。 

本市における焼却処理量は 1999(平成１１)年以降、緩やかに減尐しています。 

要因としては、2000（平成１２）年からの新たなごみ分別・収集体制の実施や、2004（平成 

１６）年からの家庭ごみ袋（可燃ごみ、破砕ごみ）の有料化実施に取り組むなど、ごみの減量・

資源化に努めてきたことなどの成果と言え、この傾向を維持していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

                資料：1990～2002 年 香川県統計年鑑 

                                    2003～2006 年 環境省「一般廃棄物処理実態調査」 

図 2-12 高松市内の焼却処理量の推移  
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２-７ 市民の意識 （市民アンケート調査より） 

 地球温暖化問題に対し、市民の９割以上が「関心がある。」と回答しています。 

 市民の約７割が、「今と同等の便利さ」で、石油エネルギーに頼らない社会を理想としてい

ます。 

→ 現在の生活の便利さや質を保ちながら、化石エネルギーに頼らない低炭素社会への移

行を求めています。 

市民の地球温暖化問題に対する関心は総じて高い一方、その市民の多くは、現在の便利

さは維持した上で、石油エネルギーに頼らない社会を求めています。 

例えば、節電の取組やマイカー利用の抑制などでも、現在の利便性の高い生活の質を落

とし、我慢や不便ばかりを強いるような対策では、市民に受け入れられないことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地球温暖化問題に対しては、市民一人一人のライフスタイルの見直しとともに、市民・事業

者・市の連携した取組が特に重要と考えられています。 

→ 従来の啓発や市の率先行動を中心とした取組から、今後は市民や事業者との連携によ

る取組の促進も重点的に取り組む必要があります。 

市民の６割以上が市民・事業者と市が連携して取り組むべき、と考えています。啓発や市の

率先行動が主であった従来の取組から、各主体の連携による取組へと移行が必要です。 
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地球温暖化を防ぐために、これから目指すべきＣＯ２をあまり排

出しない社会とは、どのようなものだと思いますか。 

あなたは地球温暖化問題に関心をお持ちですか。 
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２-８ 事業者の意識 （事業者アンケート調査より） 

 太陽光発電システムや省エネ機器導入時の経済的支援が望まれています。 

 地球温暖化対策等に関する情報提供、研修や講習会の開催が望まれています。 

→ 従来の啓発中心の施策に限らず、事業者の多様なニーズに即した取組促進施策が求

められています。 

事業者が有効と考える取組促進施策として、「補助制度等の経済的支援」が上位に挙げら

れているほか、「地球温暖化対策や省エネ等に関する情報提供、研修や講習会等の開催」も

多くの事業者が有効と考えています。 

特に中小事業者の場合、大規模事業所と異なり、地球温暖化対策や省エネ、環境管理等

を専門的に扱う部署や人材、取り組むための知識・情報等の不足が、課題として、うかがえま

す。 

従来の啓発を中心とした施策に限らず、今後は、こうした事業者の多様なニーズに即した

取組促進施策が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※アンケート調査は、地球温暖化対策に関する市民・事業所の意識や行動を把握するため、2009（平成２１）年 

１０月から１１月にかけて、市民 2,000人、市内の 500事業所を対象に実施し、それぞれから約４割の回答が 

得られたものです。 

  

貴事業所を含む高松市内の多くの事業所が、温暖化防止のための行動を現状よりもさらに積極的に行うよ

うにするために、行政（高松市）が行う施策として有効だと思うものはありますか。（複数回答（三つまで）） 
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第３章 

高松市における温室効果ガス排出量の推移 
第３章では、本市から排出される温室効果ガス排出量の推移や排出特性などの現状お

よび要因分析のほか、2020（平成３２）年までの将来推計を行います。 
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３-１ 温室効果ガス排出量の現状 

（１）温室効果ガス排出量の推移 

 2007（平成１９）年の温室効果ガス排出量のうち、約９８％は二酸化炭素（ＣＯ２）によるも

ので、同年の二酸化炭素排出量は、基準年に比べ、約４％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2 各部門の対象 

部門名 各部門の対象 

産業部門 農林水産業、建設・鉱業、製造業 （主に第一次産業、第二次産業） 

民生家庭部門 戸建住宅、集合住宅 （一般家庭） 

民生業務部門 
事務所、百貨店、スーパー、その他小売業、宿泊施設、病院、学校など （主に

第三次産業） 

運輸部門 自動車、船舶、鉄道 （交通機関） 

廃棄物部門 廃棄物の焼却 

単位：ｔ-ＣＯ２ 

1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

(H2) (H7) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19)
産業 599,087 599,087 519,000 481,623 465,311 411,525 388,498 355,840 294,177 265,695 305,971 -49%
部門 79,962 79,962 74,351 54,914 68,734 62,283 59,101 58,232 56,720 54,373 56,219 -30%

82,268 82,268 68,141 73,212 73,393 75,056 55,919 56,821 53,747 50,399 47,530 -42%

761,317 761,317 661,492 609,749 607,438 548,864 503,518 470,893 404,644 370,467 409,720 -46%
民生 413,569 413,569 378,329 557,811 588,814 551,114 543,816 517,839 529,939 520,627 544,424 32%
部門 607,759 607,759 596,098 814,822 840,225 799,320 792,542 814,888 815,450 778,161 777,017 28%

1,021,328 1,021,328 974,427 1,372,633 1,429,039 1,350,434 1,336,358 1,332,727 1,345,389 1,298,788 1,321,441 29%
運輸 旅客 285,274 285,274 366,084 434,696 444,586 426,741 425,426 417,342 412,927 410,249 409,956 44%
部門 貨物 357,511 357,511 388,007 376,291 369,038 434,374 419,508 409,326 408,303 415,378 407,369 14%

5,381 5,381 4,404 5,728 5,811 5,454 5,559 5,389 5,698 5,670 6,086 13%

166,147 166,147 129,827 132,888 137,604 156,230 157,248 143,972 141,005 131,575 134,049 -19%

814,313 814,313 888,322 949,603 957,039 1,022,799 1,007,741 976,029 967,933 962,872 957,460 18%

32,715 32,715 65,424 86,065 36,720 42,550 53,063 70,764 72,357 53,781 53,311 63%

2,629,673 2,629,673 2,589,665 3,018,050 3,030,236 2,964,647 2,900,680 2,850,413 2,790,323 2,685,908 2,741,932 4%

31,270 31,270 27,929 23,336 22,772 20,760 20,848 20,371 20,009 20,681 20,720 -34%

48,139 48,139 36,773 32,175 31,164 31,980 30,194 29,321 27,302 29,953 30,546 -37%

代替フロン等 HFC 5,079 - 5,079 5,498 5,562 5,608 5,649 5,715 5,768 5,795 5,799 14%

2,714,161 2,709,082 2,659,446 3,079,059 3,089,734 3,022,995 2,957,371 2,905,820 2,843,402 2,742,337 2,798,997 3%

増減率※

製造業
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小　計

年度

家庭

業務

小　計

自動車

鉄道

船舶

小　計
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メタン
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図 3-1 温室効果ガス排出量および世帯、一人当たり排出量の推移 

 

図 3-2 温室効果ガスの内訳 
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表 3-1 温室効果ガス排出量の経年変化 

 

※増減率＝（2007 年値-基準年値）/基準年値 
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（２）高松市の二酸化炭素排出特性 

 ＣＯ２排出量全体の約４８％を占める民生部門(家庭･業務)からの排出量は、基準年に比

べ、それぞれ３２％、２８％増加しており、総排出量増加の主要因となっています。（図

3-4、3-5） 

 全体の約１５％を占める産業部門からの排出量は減尐傾向にあり、基準年に比べ、４６％

減尐しています。（図 3-4、3-5） 

 運輸部門は、近年、ほぼ横ばいで推移しているが、ＣＯ２排出量全体の約３５％を占め、部

門別では最も多くなっています。（図 3-5） 

→ 特に民生部門（家庭・業務）および運輸部門の排出抑制に重点的に取り組む必要があ

ります。 

 

1）二酸化炭素排出量の推移と部門別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 ＣＯ２の部門別排出量の推移 

図 3-5 ＣＯ２排出量の部門別内訳 

図 3-4 部門別 ＣＯ２排出量の推移（基準年を 100 とした時の推移） 
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2）国・香川県との二酸化炭素排出量および部門別排出割合の比較 

ＣＯ２などの温室効果ガス排出量については、国・県・市によって、その推計の方法や対象

などが異なる部分もあることから、卖純には比較できませんが、2007（平成１９）年における 

ＣＯ２排出量は、国が約１３億 t-ＣＯ２、香川県は約８５０万 t-ＣＯ２、そのうち、本市は約２７０万

t-ＣＯ２です。 

また、国のＣＯ２排出量に占める香川県と本市の割合は、それぞれ約０．７％、約０．２％で、

香川県のＣＯ２排出量に占める本市の割合は、約３２％となっています。（図 3-6、図 3-7） 

部門別では、本市は、国や香川県に比べ、産業部門からの排出割合が尐ない一方、民生

部門（家庭・業務）および運輸部門からの排出割合が多いという傾向が見られます。（図 3-8） 
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図 3-8 国・県・市のＣＯ２部門別排出割合（2007（Ｈ１９）年） 

 
出典：国の排出量 （独）国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量データ」 

県の排出量 香川県ホームページ「香川県の温室効果ガス排出量」 
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（3）高松市の部門別二酸化炭素排出特性 

1）産業部門（製造業、農林水産業、建設・鉱業） 

産業部門からのＣＯ２排出量は、減尐傾向にあり、2007（平成１９）年の排出量を1990（平成

２）年と比べると、約４６％減尐しています。（図 3-9） 

特に、産業部門の大半を占める製造業は、製造品出荷額および従業者・事業所数ともに

減尐傾向にあることから、ＣＯ２排出量の減尐の要因の一つになっていると言えます。（図

3-10） 
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図 3-9 産業部門 ＣＯ２排出量の推移 

図 3-10 製造品出荷額および従業者数の推移 

資料：工業統計 
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2）民生家庭部門 

民生家庭部門からのＣＯ２排出量は、2000（平成１２）年以降、ほぼ横ばいで推移していま

すが、2007（平成１９）年においては、1990（平成２）年と比べ、約３２％増加しています。 

エネルギー種別では、電力からのＣＯ２排出量が最も多くを占めており、その電力からの排

出量が 1995（平成７）年以降、大きく増加しています。（図 3-11） 

パソコンを含めたデジタル家電等の普及が進んだことも電力からのＣＯ２排出量増加の要

因の一つと考えられます。（図 3-12） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 民生家庭部門 エネルギー種別ＣＯ２排出量の推移 

資料：内閣府「消費動向調査年報」（全国値） 
図 3-12 主な耐久消費財の 100 世帯当たり保有台数 
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3）民生業務部門 

民生業務部門からのＣＯ２排出量は、2007（平成１９）年は、1990（平成２）年に比べ、28％

増加しており、ＣＯ２排出量全体の約６割を電力が占めています。（図 3-13） 

第３次産業の就業者数は、ほぼ横ばいで推移しているが、一方で、市内の業務系延床面

積は、1990（平成２）年以降、増加傾向にあり、2007（平成１９）年には、約１.５倍に増加してい

ます。このことが、民生業務部門の排出量増加の要因の一つと考えられます。（図 3-14） 
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資料：第３次産業就業者数 国勢調査 

業務系延床面積 総務省「固定資産の価格等の概要調書」、市税概要 
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図 3-13 民生業務部門 エネルギー種別ＣＯ２排出量の推移 
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4）運輸部門 

運輸部門からのＣＯ２排出量は、1990（平成２）年から 2002（平成１４）年にかけて、増加傾

向にあったが、近年は減尐傾向にあるものの、ほぼ横ばいで推移しています。 

2007（平成１９）年では、自動車からの排出量が最も多く、全体の約８５％を占めています。 

1990（平成２）年から 1995（平成７）年にかけて、船舶からのＣＯ２排出量が、減尐しています。

これは、1988（昭和６３）年に開通した瀬戸大橋が 1992（平成４）年に高松自動車道と接続した

ことにより、物流の一部が、船舶輸送から自動車輸送に転換されたことも、要因と考えられま

す。 
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【参考】 森林による二酸化炭素吸収量 

京都議定書では、温室効果ガス排出削減目標の達成方策として、森林によるＣＯ２吸収量を削

減量として見なしています。我が国の京都議定書目標達成計画において、基準年度である 1990

（平成２）年以降の森林整備等により、基準年度の温室効果ガス総排出量の約３．８％に相当する

吸収量を確保することを目指しています。 

市域には、国有林が１，３８８ｈａ、県が定める地域森林計画対象森林の民有林（私有林・公有

林）が１１，８１６ｈａあります（2009（平成２１）年３月３１日時点（人工林、天然林の面積のみ計上））。

これらの森林すべてが適切に森林施業、保育、間伐、主伐もしくは、保護・保全措置が行われてい

る森林とみなすと、1年間で約３４，８２４ｔのＣＯ２が吸収されている計算となります。 

なお、この森林によるＣＯ２吸収量は、基準年である 1990（平成２）年の温室効果ガス総排出量の

約１％に相当します。 

高松市域の森林面積および二酸化炭素吸収量 

 森林吸収量 

（単位：t-ＣＯ２/ｈａ) 

森林面積（単位：ｈａ) 二酸化炭素吸収量 

(単位：t-ＣＯ２) 国有林 民有林 
（私有林・公有林） 

人工林 4.95 951 3，298 21，033 

天然林 1.54 ４３７ 8，518 13，791 

合 計 - 1，388 11，816 34，824 

※森林吸収量は、京都議定書目標達成計画全部改定（H２０）の参考資料 2 に示される、主要樹種の成長量データ等

から推計された平均値（育成林：4.95ｔ-CO2/ｈａ、 天然生林：1.54ｔ-CO2/ｈａ）を用いました。 

【参考】 四国電力の二酸化炭素排出原単位の推移 

一般的に、原子力発電所等の設備利用率が低下すると、発電量の不足が火力発電で賄われる

ため、電力の二酸化炭素排出原卖位は高くなります。特に、民生部門では、使用されるエネルギー

の多くを電力に依存しているため、電力のＣＯ２排出原卖位の変化による影響を大きく受ける傾向

があります。 

 

 

       

   

出典：四国電力 「よんでんグループ環境保全活動レポート 2009」 

ＣＯ２排出量・ＣＯ２排出原単位の推移 
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３-２ 温室効果ガス排出量の将来動向 

今後、新たな対策が行われなかったと仮定した現状すう勢ケースにおいて、中期目標年度で

ある 2020（平成３２）年の温室効果ガス排出量を推計します。 

 今後、新たな対策を行わなかった仮定すると、2020（平成３２）年には、基準年比で約５％

増加すると推計されます。 

※現状すう勢ケース：（独）国立環境研究所 AIMプロジェクトチームが公表している試算などを 

参考に、将来の部門ごとの増減率を勘案し、推計します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

部門 基準年 
2007（平成１９）年 2020（平成３２）年 

排出量 増減率 排出量 増減率 

産業部門 761 410 -46% 416 -45% 

民生家庭部門 414 544 32% 549 33% 

民生業務部門 608 777 28% 843 39% 

運輸部門 814 957 18% 940 15% 

廃棄物部門 33 53 63% 51 55% 

その他ガス 84 57 -32% 57 -32% 

合 計 2,714 2,798 3% 2,856 5% 
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図 3-16 温室効果ガス排出量の将来推計値 

単位：千 t-ＣＯ２ 

※増減率＝（対象年値-基準年値）/基準年値 

表 3-3 温室効果ガス排出量の将来推計値 
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第４章 

温室効果ガスの削減目標 
第４章では、本市の自然的社会的特性を踏まえ、本市が目指す“低炭素社会”のイメー

ジを示すことにより、目指すべき将来像の共有化を図るとともに、その実現に向けた温室効

果ガス排出量の削減目標を定めます。 

 

 

 

    



  - 34 - 

４-１ 本市が目指す将来の“低炭素社会”の姿 

本市の自然的社会的特性を踏まえ、本市が目指す将来の“低炭素社会”のイメージを示しま

す。 

 

■ コンパクトで低炭素なまち 

≪すべての市民が移動しやすいまちづくり≫ 

 まちづくりにおけるユニバーサルデザインが定着し、公共交通や交通結節点、大規模集客

施設などでは、子どもから高齢者まで誰もが快適に移動できる環境が整備されています。 

≪公共交通のネットワーク化による、コンパクトで低炭素な都市の形成≫ 

 利用頻度の高い施設や都市機能は、中心市街地地区である広域交流拠点や、地域交流

拠点、生活交流拠点などの集約拠点にコンパクトに集積しています。そして、ＬＲＴ（新型

路面電車）や低床バスなど、環境負荷の尐ない公共交通が市内の各拠点地域をネット

ワーク化し、マイカーが無くても移動しやすい都市構造となっています。 

≪サイクル・エコシティの発展≫ 

 自転車利用者一人一人の高いモラル、マナーの良さが定着し、我が国を代表する“サイ

クル・エコシティ”として、高松独自の自転車文化を確立しています。 

 都心に居住する人も増加しており、徒歩や自転車で通勤する人が多くいます。 

 自転車の走行環境が整備され、自転車利用を前提とした土地利用や施設配置、観光施

策が充実し、自転車が多くの市民や観光目的の来訪者等に利用されています。 

 

■ 環境負荷の少ないライフスタイル 

≪環境と共生した住まいと暮らし≫ 

 太陽光や地中熱、自然の風・雨水などを利活用した、心地よい環境共生型の建物が普及

しています｡ 

 低コストの太陽電池が住宅に普及し､屋根だけでなく壁面や窓などにも設置されています｡

電力買取制度が定着し、多くの家庭では発電を楽しみながら、売電しています。 

 環境負荷の尐ないライフスタイルを自然体で実践する人々を社会的にも高く評価する価

値観が定着し、多くの市民がその価値観を共有し、実践に努めています。 

≪見える化と無理のない効率の良いエネルギー利用≫ 

 各世帯には、双方向のデータ通信機能を備えたスマートメーターが設置され、電力使用

状況に応じた節約アドバイスを受けるなどしながら、子どもから大人まで楽しみながら省エ

ネを実践しています。 

≪環境性能に優れた自動車の普及≫ 

 ＣＯ２をほとんど排出しない、家庭で急速充電できる電気自動車や燃料電池自動車等が

一般的となっています。 
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■ 環境負荷の少ないワークスタイル 

≪太陽光利用と見える化による、無意識のうちにＣＯ２を削減≫ 

 事業所やオフィスビルでは、低コストの発電効率のよい太陽電池が普及し、屋根だけで

なく壁面や窓にも設置され、本市の恵まれた日照条件をいかして業務用電力の多くを

賄っています。 

 電気やガスの使用量がひと目で分かるパネルが設置され、ＣＯ２の「見える化」が進み、従

業員はＣＯ２の削減を意識しないで、日々の省エネに努めています。 

≪季節に応じたワークスタイルで、環境負荷を低減≫ 

 クールビズ・ウォームビズが定着し、一人一人が季節にあった服装の工夫を楽しんでいま

す。建物は高断熱化し、自然風や太陽光を効果的に取り込むパッシブデザインの普及な

どと相まり、エアコンに頼らなくても快適に過ごせる職場で多くの人が働いています。 

 サマータイムのように季節の変化に応じた環境にやさしい働き方が定着しています。 

 

■ 自然の恵みをいかした資源・エネルギーの地産地消 

≪遊休地を活用した、メガソーラー発電の導入≫ 

 遊休地や耕作放棄地を利用して、大型のソーラーパネルを設置され、生活に必要な電力

を賄っています。 

≪フードマイレージが浸透し、輸入食品が国産主流へと移行≫ 

 さぬきうどんの原料となる小麦は、フードマイレージの考え方の浸透に伴い、オーストラリア

産から国産へと主流が移行します。 

≪高松産ごじまん品の地産地消と旬産旬消の定着≫ 

 家庭の食卓には、本市産のごじまん品や周辺地域で収穫された野菜や果物が並び、旬

の物を旬の季節に美味しく食べる習慣が定着しています。 

 旬の農作物を作る露地栽培が盛んです。 

≪地場産材の利活用≫ 

 本市および周辺地域の地場産材を利用して住宅を建てる人が多くいます。また、公共施

設にも地場産材が活用されています。 

 残材をバイオマス利用し、持続可能な林業ビジネスが行われています。 
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４-２ 削減目標 

（1）削減目標の検討 

「地球温暖化対策に係る中長期ロードマップの提案～環境大臣 小沢鋭仁 試案～（2010

（平成２２）年３月３１日）」などにおいて想定される対策を踏まえ、本市の地域特性をいかし、本

市において取組が可能であると考えられる対策を考慮し、温室効果ガスの削減見込量を推計し

ます。 

また、温室効果ガスの削減見込量は、計画の目標年度である 2020（平成３２）年度を対象とし、

現状すう勢ケースに対して、次の二つのケースについて推計します。 

表 4-1 推計ケースおよび推計条件 

推計ケース 推計条件 

対策ケース 

（野心的かつ実行可能な削減量） 

効果が定量的に把握できる対策が、野心的でありながら実行可

能であると考えられるレベルで導入された場合の市域における

温室効果ガス削減量を推計する。 
例） 太陽光発電システムが約１割の戸建住宅に設置される 

高効率給湯器が約６割に導入される 

自動車保有台数の約３割が次世代自動車に更新される 

対策最大導入ケース 

（排出削減ポテンシャル量） 

効果が定量的に把握できる対策が、最大限導入された場合の市

域における温室効果ガス削減量を推計する。 
例） 太陽光発電システムが約８割の戸建住宅に設置される 

高効率給湯器が１０割に導入される 

自動車保有台数の約５割が次世代自動車に更新される 

【参考】現状すう勢ケース 
今後、新たな対策を行わなかったと仮定した場合の市域におけ

る温室効果ガス排出量を推計する。 

削減効果を推計した結果、対策ケースの温室効果ガス排出量は、約２３０万 t-ＣＯ２と推計さ

れ、この値は、基準年に比べ、約１５％の温室効果ガス削減量となります。 

また、対策最大導入ケースの温室効果ガス排出量は、約２１０万 t-ＣＯ２と推計され、この値は、

基準年に比べ、約２３％の温室効果ガス削減量となります。 
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（２）削減目標 

本市においては、2020（平成３２）年度までに、対基準年比２５％の削減に向けて取り組むこと

とし、そのうち、野心的かつ実行可能であると考えられる削減量である、対策ケースでの１５％削

減のほか、削減目標に満たない部分については、電力の排出原卖位の改善等による削減効果

を約７％、将来の社会動向の変化や技術革新に応じた新たな取組や市民・事業者・市の更なる

取組などによる削減効果を３％とし、目標の実現を目指すこととします。 

 

 

 

対策ケース

電力の排出原
単位改善等

基準年 ２０２０年度

△15%

△7%△25%

△3%温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

・将来の社会動向の変化や

技術革新に応じた新たな取組

・市民・事業者・市の更なる取組

などによる削減

基準年の７５％に

≪温室効果ガス排出量の削減目標（基準年比）≫ 

    2020（平成３２）年度までに２５％削減を目指します。 
削減目標の実現に向けて、長期目標（2050（平成６２）年度）である８０％の 

削減を視野に入れて取り組んでいきます。 

 
※1990（平成２）年を基準年とします。 

ただし、代替フロン等については 1995（平成７）年とします。 

図 4-2 削減目標の実現に向けたシナリオ 
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第５章 

目標の実現に向けた取組 
第５章では、温室効果ガス排出量の削減目標実現に向け、各主体の役割や施策の方

向性を示します。 

また、中期目標年度での施策ごとの削減効果および進行管理指標を示します。 
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５-１ 各主体の役割 

温室効果ガス削減目標の実現に向けて、 市民・事業者・市は、各々の役割を担うとともに、

連携・協働して、具体的な取組を進めます。 

 

（１） 市民 

 日常生活における省資源・省エネルギー行動を実践し、環境負荷の低減に努めます。 

 多様な主体が行う地球温暖化防止活動へ積極的に参画します。 

 

（２） 事業者 

 事業者は、製造、 流通、使用・消費、リサイクル、廃棄等の事業活動がかかわるすべ

ての過程を通じて、温室効果ガス排出量の削減を図ります。 

 事業活動における省資源・省エネルギーの実践を図るとともに、従業員への環境教育

を行います。 

 地域コミュニティ協議会を始めとする市民団体等が行う地球温暖化防止活動と協働し、

企業の社会的役割を果たします。 

 

（３） 市 

 市民や事業者が、地球温暖化防止の取組を進めるために必要な仕組みや環境づくり

を行うとともに、意識啓発や情報提供を通じて、地球温暖化対策を積極的に推進しま

す。 

 本市の自然的社会的特性を踏まえ、太陽エネルギーの活用や自転車利用促進のた

めの環境整備など、地域特性をいかした最も効果的な取組を、国や香川県、地球温

暖化防止活動推進センター、市民および事業者と連携・協働して進めます。 

 地域の一事業者としての立場から、率先して環境負荷の低減に努めます。 
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５-２ 施策の方向性 

 目標実現に向けて、取組を推進していくための考え方を基本施策として、次のとおり定めま

す。 

（１）基本施策 

１）再生可能エネルギーの利用促進 

地球温暖化防止のためには、石油などの化石燃料に代わるエネルギーへの転換を図る工

夫が不可欠です。 

このため、日照時間が長い本市の地域特性をいかし、太陽エネルギーの利用を促進する

ほか、太陽エネルギー以外の再生可能エネルギーの利用促進に努めます。 

２）環境負荷の少ないライフスタイル・事業活動の定着促進 

日々の暮らしや事業活動に伴う温室効果ガスの排出量を抑制するためには、これまでのラ

イフスタイルや事業活動を見直し、生活の質などを保ちながらも無駄や浪費をなくす工夫を

するなど、日常から取り組めることを実践することが大切です。 

このため、日々の生活や事業活動の中で身近に取り組めるＣＯ２削減の具体例を示すＣＯ２

の見える化を通じた省エネ行動や省エネルギー機器の普及促進など、エネルギーの効率的

な利用の促進、環境性能に優れた次世代自動車の普及拡大などによる環境負荷の尐ない

自動車利用の促進、農産物などの地産地消の促進や環境教育・環境学習などを通じた市

民・事業者への関心喚起・意識啓発を図り、環境負荷の尐ないライフスタイル・事業活動の定

着の促進に努めます。 

３）コンパクトで低炭素な都市の実現 

第５次総合計画（平成２０年２月策定）では、まちづくりの基本的考え方として、人口減尐社

会や地球環境問題などを踏まえ、これまでの拡大基調から転換し、コンパクトで、持続可能な

都市づくりを目指すこととしています。 

このようなまちづくりを進めていくことは、都市・交通分野を中心とする様々な分野での、 

ＣＯ２削減効果があり、市域全体のＣＯ２削減に大きく寄与するものと期待ができます。 

このため、集約拠点への都市機能の集積や市街地の拡大抑制によるコンパクトな都市構

造への転換、過度に自動車に依存しない鉄道・バス・自転車など多様な交通手段の有機的

な連携による、良好な交通環境の確保、ヒートアイランド対策・緑化の推進、農地・森林の保

全などに取り組み、コンパクトで低炭素な都市の実現に努めます。 

４）循環型社会の構築 

本市では、これまでに、2000（平成１２）年からの新たなごみ分別・収集体制の実施や、

2004（平成１６）年からの家庭ごみ袋（可燃ごみ、破砕ごみ）の有料化実施に取り組むなど、ご

みの減量・資源化に努めてきました。 

温室効果ガス排出量の削減のために、ごみの一層の分別や資源化、レジ袋の削減などに

取り組み、家庭・事業系ごみの減量・資源化を促進し、循環型社会の構築に努めます。 



  - 42 - 

（２）施策の体系 

温室効果ガス削減目標の実現に向けた、本市の施策の体系を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基本施策】 【主要施策】 

４ 地産地消の促進 

１ 太陽エネルギーの利用促進 

１ 集約型都市構造への転換 

２ その他の再生可能エネルギーの利用促進 

１ 省エネ行動の促進 

２ エネルギーの効率的な利用の促進 

３ 環境負荷の尐ない自動車の利用促進 

２ 公共交通の利用促進 

４ ヒートアイランド対策・緑化の推進 

３ 自転車利用環境の整備 

５ 農地・森林の保全 

１ 家庭系ごみの減量・資源化の促進 

２ 事業系ごみの減量・資源化の促進 

５ 関心喚起・意識啓発 

１ 再生可能エネルギーの 

利用促進 
 

２ 環境負荷の尐ない 

ライフスタイル・事業活動の

定着促進 

 

３ コンパクトで低炭素な 

都市の実現 

 

４ 循環型社会の構築 
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・太陽光発電システム設置費の補助 

・太陽熱利用システム設置費の補助 

・市民参画による共同発電事業の検討 

・市有施設への太陽光発電システムの設置 

・下水汚泥消化ガスの有効利用 

・廃棄物焼却に伴う余熱の利用と発電 

・バイオマスの有効活用 

・マイクロ（小規模）水力発電システム設置の検討 

・ＣＯ２の見える化の促進 

・事業所の環境マネジメントシステムの普及促進 

・市役所の率先行動の推進 

・省エネルギー機器の普及促進 

・建築物の省エネルギー化の促進 

・市有施設の省エネ改修 

・環境性能に優れた次世代自動車の普及拡大 

・エコドライブの普及啓発 

・地産地消の促進 

・環境教育・環境学習の推進 

・環境イベントの実施 

・人材の育成 

・市民実践組織への支援等 

・土地利用規制の強化・見直し 

・総合都市交通計画の策定 

・パーク・アンド・ライド駐車場の運営 

・バス路線網の再編・維持 

・コミュニティバス等の適切な運行 

・カーフリーデー高松の実施 

・マイカー通勤の抑制 

・自転車等駐車場整備の推進 

・自転車走行空間の確保 

・レンタサイクルの充実 

・屋上緑化・壁面緑化の助成 

・緑のカーテンの促進 

・公園・学校施設の芝生化の推進 

・街路等の緑化 

・農地の有効利用の促進 

・間伐などによる健全な森林づくりの促進 

・家庭系ごみの分別 

・家庭系ごみの減量・資源化 

・レジ袋の削減推進 

・事業系ごみの分別 

・事業系ごみの減量・資源化 

・下水・し尿汚泥の活用 

【主な取組】 
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（３）主要施策 

基本施策の効果的な展開を図るため、次のとおり、主要施策を示します。 

 

 基本施策１ 再生可能エネルギーの利用促進                      

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 太陽光が当たるところならどこでもエネルギーを得られ、ＣＯ２を排出しない太陽エネルギー

の活用は、年間を通じて、日照時間が長く日射量が多いという本市に適したものです。このた

め、太陽光発電・太陽熱利用システムの普及が進むよう、一般住宅などへの太陽光発電シス

テム設置に対する支援など、太陽エネルギーの利用促進に取り組みます。 

１ 太陽エネルギーの利用促進 

主な取組 

 太陽光発電システム設置費の補助 

 市内の住宅・事業所への太陽光発電システム設置費の一部補助  

 太陽熱利用システム設置費の補助 

 市内の住宅への太陽熱利用システム設置費の一部補助 

 市民参画による共同発電事業の検討 

 市民等が共同で出資して太陽光発電等を設置する市民共同発電事業の導入可能性の

検討 

 市有施設への太陽光発電システムの設置 

 規模・用途に応じて設置可能な市有施設への、太陽光発電システムの導入の推進  

 

 

 

 

 再生可能エネルギーとして活用ができる可能性のある下水処理施設や焼却施設の処理過

程において発生する、未利用エネルギーの有効活用など、太陽光以外の再生可能エネルギ

ーの利活用について検討し、その利用促進に向けて取り組みます。 

２ その他の再生可能エネルギーの利用の促進 

主な取組 

 下水汚泥消化ガスの有効利用 

 下水処理場において発生した消化ガスのボイラー等の燃料としての利用や、消化ガスの

天然ガス化および消化ガスを利用した発電の検討 

 廃棄物焼却に伴う余熱の利用と発電 

 单部・西部クリーンセンターにおいて、廃棄物を焼却する際に発生する余熱エネルギーの

施設内や、隣接する健康増進温浴施設（ループしおのえ・かわなべスポーツセンター）へ

の給湯・暖房など、熱源装置用熱としての利用 

 廃棄物を焼却する際に発生する熱エネルギーの発電による電力の同センター内での使用

や余剰電力の売却 

 西部クリーンセンター長寿命化計画を策定する中での、エネルギー回収量の向上や省エ

ネルギー化の検討 

 バイオマスの有効活用 

 廃食油や間伐材などの再生可能な有機性資源（バイオマス）の有効活用についての調

査・研究 

 マイクロ（小規模）水力発電システム設置の検討 

 浄水施設の新築および設備の更新時における調整池等からの落差を利用した、マイクロ

（小規模）発電システム設置の検討 
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 基本施策２ 環境負荷の少ないライフスタイル・事業活動の定着促進       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日々の生活や事業活動においては、ライフスタイルや事業活動を見直し、エネルギー消費の

抑制を意識した行動に取り組むことが大切です。このため、光熱費の節約にもつながり，ＣＯ２削

減効果を目で見える形にするＣＯ２の見える化などを通じて、省エネ行動の促進に取り組みま

す。 

１ 省エネ行動の促進 

主な取組 

 ＣＯ２の見える化の促進 

 日常生活におけるエネルギー消費によるＣＯ２の排出量を簡易に計算できる環境家計簿な

どの周知等によるＣＯ２の見える化の促進 

 事業所の環境マネジメントシステムの普及促進 

 中小事業者でも取り組みやすい環境経営の仕組みの在り方などを定めるエコアクション２１

等の環境マネジメントシステムの普及促進 

 市役所の率先行動の推進 

 市民や事業者に率先して取り組んできた環境配慮行動の利点やノウハウ等を活用した、

より効果的な本市独自のシステムの構築と取組結果の公表 

 

 

 

 

 

 家庭や事業所での、暖房、給湯、家電などからのエネルギー消費を大きく減らすためには、こ

れらの省エネ対策に取り組むことが必要です。このため、環境に優しい省エネルギー機器や健

康で快適な居住空間と低炭素生活の両立ができる省エネ住宅の普及促進など、家庭や事業所

におけるエネルギーの効率的な利用の促進に取り組みます。 

２ エネルギーの効率的な利用の促進 

主な取組 

 省エネルギー機器の普及促進 

 家電製品やガス石油機器等の省エネ性能を示す省エネラベル等についての情報提供など

による、環境にやさしく光熱費の節約につながる省エネルギー機器の普及促進 

 建築物の省エネルギー化の促進 

 複層ガラス等による住宅の高断熱化を図る省エネ住宅や、消費者が住宅を購入する際に参

考となる住宅省エネラベルについての情報提供などによる住宅の省エネルギー化の促進 

 工場や事業所等に対する省エネ診断等の情報提供などによる建築物の省エネ改修の促進 

 市有施設の省エネ改修 

 市有施設・設備の改修時などにおける省エネルギー機器への更新の推進 
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主な取組 

 環境性能に優れた次世代自動車の普及拡大 

 ＣＯ２の排出量が尐ないハイブリッド自動車や電気自動車などの環境性能や導入支援制度

等の情報提供などによる次世代自動車の普及拡大 

 関係機関等との連携による充電インフラの在り方など、電気自動車普及に向けた環境整備

の検討 

 ごみ収集車両の、ハイブリッド自動車や天然ガス自動車への更新など、用途に応じた公用

車の更新時における電気自動車などの次世代自動車の導入 

 エコドライブの普及啓発 

 アイドリングストップの周知やエコドライブ講習会等を通じた環境負荷の尐ないエコド

ライブの普及啓発 

 

 

 

 地域で生産された生産物を地域で消費することは、生産物の輸送距離が短く、輸送に係る

ＣＯ２の排出量が尐なくなり、地球温暖化防止に役立つことから、農産物や地場産材などの地

産地消の推進に取り組みます。 

主な取組 

 地産地消の促進 

 本市を代表する農産物「高松産ごじまん品」のＰＲや「産地直売所」の情報提供、市有施設の

新改築・改修時における使用可能な部分への地場産材の活用のほか、学校給食による食育

などを通じた地産地消の促進 

 

 

 

 本市では、移動の手段として、多くの人がマイカーに依存しています。このため、自動車の

走行に伴うＣＯ２排出量の抑制につながるよう、次世代自動車の優れた環境性能などに関す

る情報提供や環境に優しい運転方法であるエコドライブの啓発など、環境負荷の尐ない自動

車の利用促進に取り組みます。 

主な取組 

 環境性能に優れた次世代自動車の普及拡大 

 ＣＯ２の排出量が尐ないハイブリッド自動車や電気自動車などの環境性能や導入支援制度

等の情報提供などによる次世代自動車の普及拡大 

 関係公的機関や民間企業等との連携による充電インフラの在り方など、電気自動車普及

に向けた環境整備の検討 

 ごみ収集車両の、ハイブリッド自動車や天然ガス自動車への更新など、用途に応じた公用

車の更新時における電気自動車などの次世代自動車の導入 

 エコドライブの普及啓発 

 アイドリングストップの周知やエコドライブ講習会等を通じた環境負荷の尐ないエコドライブ

の普及啓発 

４ 地産地消の促進 

３ 環境負荷の少ない自動車の利用促進 
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  

 

 

 

 

 

  

主な取組 

 環境性能に優れた次世代自動車の普及拡大 

 ＣＯ２の排出量が尐ないハイブリッド自動車や電気自動車などの環境性能や導入支援制度

等の情報提供などによる次世代自動車の普及拡大 

 関係機関等との連携による充電インフラの在り方など、電気自動車普及に向けた環境整備

の検討 

 ごみ収集車両の、ハイブリッド自動車や天然ガス自動車への更新など、用途に応じた公用

車の更新時における電気自動車などの次世代自動車の導入 

 エコドライブの普及啓発 

 アイドリングストップの周知やエコドライブ講習会等を通じた環境負荷の尐ないエコド

ライブの普及啓発 

 

 

 一人でも多くの人が、地球温暖化問題についての認識を深め、その問題解決に向けて努力

していくことができるよう、子どもから高齢者までの幅広い層の市民や事業者を対象に、環境

教育や環境学習の推進など、地球温暖化対策に関する関心喚起・意識啓発に取り組みます。 

主な取組 

 環境教育・環境学習の推進 

 高松市内の小・中学生が各学校の環境学習の取組の発表等を单部クリーンセンター・

エコホタルで行う「高松市子ども環境学習交流会」の開催 

 学校教育を通じて、ごみ処理に対する理解と正しい知識を学ぶための、社会科副読本

「きれいな高松に ～暮らしとごみ～」の発行 

 市民の良好な環境保全・創造に向けての意識啓発を図るため、小・中学生を対象とした

ポスターコンクールの開催 

 子どもたちが地域において、自主的な環境学習や実践活動を行う「こどもエコクラブ」の

推進 

 環境プラザの自主講座である「環境プラザ教室」の拡充や、環境活動団体による公開講

座の開催など、環境学習の拠点としての環境プラザの機能の充実 

 環境プラザを始め、コミュニティセンター、学校、单部クリーンセンター等における、地球

温暖化を始めとする講座の開催 

 休耕田を利用した子ども農園事業に対する助成 

 環境イベントの実施 

 関係機関が実施する「七夕ライトダウン」などへの支援・協力のほか、地球温暖化対策に

関する意識啓発を図るイベントの実施や民間の取組への支援 

 人材の育成 

 専門的な知識や技術を持つなど、地球温暖化防止活動を始めとする市民の自発的

な環境行動を支援するリーダーとしての役割を担う環境リーダーの養成  

 市民実践組織への支援等 

 市民・市民団体、事業者を中心とした地球温暖化対策に関する市民実践組織づくり

や、その実践組織が自主的に取り組む活動への支援 

 

５ 関心喚起・意識啓発 
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 基本施策３ コンパクトで低炭素な都市の実現                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

 市街地の拡散・低密度化の進行は、日常生活や都市活動などにおける温室効果ガス排出

量の更なる増大を招く懸念から、土地利用規制の強化や見直しを図るとともに、集約拠点に都

市機能を誘発するための方策を検討するなど集約型都市構造への転換を図ります。 

１ 集約型都市構造への転換 

主な取組 

 土地利用規制の強化・見直し 

 市街地の更なる拡大を抑制するための土地利用規制の強化 

 集約拠点への都市機能を誘発するための方策の検討 

 

 

 

 人口減尐、尐子・高齢社会が到来し、高齢者や交通弱者を始め、だれもが安全で快適に移

動できるよう、公共交通の利便性の向上を図ることが重要になっています。また、鉄道やバス

などの公共交通は、自家用乗用車より、一人を１ｋｍ運ぶのに排出されるＣＯ２が尐なく、環境

にやさしい乗り物です。このため、過度に自動車に依存しない交通体系への転換を目指し、公

共交通の在り方を検討するとともに、バス路線網の再編や維持に努めるなど、公共交通の利

用促進に取り組みます。 

２ 公共交通の利用促進 

主な取組 

 総合都市交通計画の策定 

 多様な交通手段が有機的に連携し、過度に自動車に依存しない交通体系への再構築を

目指す総合都市交通計画の策定（策定後、計画に基づく取組の推進） 

 パーク・アンド・ライド駐車場の運営 

 パーク・アンド・ライド駐車場の運営による、通勤・通学者の自動車から公共交通への利用

転換の促進 

 バス路線網の再編・維持 

 利用者ニーズに応じたバス路線網の再編に向けたバス事業者への働きかけや行政支援

によるバス路線網の維持 

 コミュニティバス等の適切な運行 

 既運行地区について、地元の利用促進協議会等との協議に基づく、ルート・便数を始め

車両の小型化など、利用しやすい運行形態への見直し 

 地域が主体となって、新たに移動手段の確保を行う場合の、組織の立上げ等、地域の取

組への支援 

 カーフリーデー高松の実施 

 公共交通の利用やマイカー使用の見直しに関する意識を高めるための啓発事業として

自動車のない都市環境を体験してもらう「カーフリーデー高松」の実施 

 マイカー通勤の抑制 

 香川県と連携したエコ金デー（毎週金曜日は、通勤時におけるマイカー利用を自粛し、

公共交通等を利用する運動）への参加の促進 
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 本市の市街地においても、ヒートアイランド現象が見られるため、市内中心部ビルの屋上・壁

面緑化への支援を始め、街路等の緑化など、ヒートアイランド対策や緑化の推進を図ります。 

主な取組 

 屋上緑化・壁面緑化の助成 

 ヒートアイランド現象緩和のための市内中心部のビルにおける屋上・壁面緑化に要する費

用の一部助成 

 緑のカーテンの促進 

 市が率先して市有施設の緑のカーテンに取り組み、その効果等の周知・啓発に努めること

による一般家庭や事業所への普及促進 

 公園・学校施設の芝生化の推進 

 緑豊かな環境づくりに向けた公園や学校・幼稚園の校（園）庭の芝生化の推進 

 街路等の緑化 

 都市の緑化を推進するための市道に植栽された街路樹のせん定・害虫駆除などの計画的

な維持管理や、枯損木の撤去および補植 

 民有地の緑化を促進するための生垣設置および環境保全緑化等に要する経費の助成 

 

 

 市民にとって自転車は、最も身近な乗り物であり、また、ライフスタイルの一部にもなっていま

す。ＣＯ２を排出せず、機動性などに優れた都市内交通手段として、自転車のより一層の利用を

促進するため、自転車走行空間の確保など自転車の利用環境の整備に取り組みます。 

主な取組 

 自転車等駐車場整備の推進 

 鉄道駅前などの自転車等駐車場の整備とともに、事業者が行う、駐車需要の著しい地域に

おける自転車等駐車場施設の整備への一部補助 

 自転車走行空間の確保 

 自転車道などの整備による安全で快適な自転車走行空間の確保 

 レンタサイクルの充実 

 市内のレンタサイクルポートに配置しているレンタサイクルの台数の拡大など、都市内交通

手段としての利用促進に向けたレンタサイクルの充実 

４ ヒートアイランド対策・緑化の推進 

３ 自転車利用環境の整備 
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 農地やＣＯ２の吸収源となる森林の整備・保全をすることは、地球温暖化対策として重要な取組

の一つであることから、農地の有効利用や健全な森林づくりの促進など、農地・森林の保全に取り

組みます。 

主な取組 

 農地の有効利用の促進 

 遊休農地の市民農園としての有効活用とともに、レンゲ等の景観作物の推奨などによる農地

の有効利用の促進 

 間伐などによる健全な森林づくりの促進 

 ＣＯ２の吸収源となる森林の間伐や間伐材の搬出、更なる間伐材の利用促進による健全な森

林づくりの促進 

５ 農地・森林の保全 
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 基本施策４ 循環型社会の構築                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 市民一人一人が３Ｒ（リデュース（ごみの発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再資源

化））に取り組むことにより、環境保全や地球温暖化対策にもつながるため、ごみ分別の徹底

やレジ袋削減の推進など、家庭系ごみの減量化や資源化の促進に取り組みます。 

１ 家庭系ごみの減量・資源化の促進 

主な取組 

 家庭系ごみの分別 

 ホームページなどでのごみの分別方法などの啓発によるごみ分別の徹底 

 家庭系ごみの減量・資源化 

 生ごみ処理機および生ごみ堆肥化容器を購入する経費の一部補助によるごみの減量・資源

化の促進 

 レジ袋の削減推進 

 レジ袋の使用量削減に向けた事業者、市民団体、市の３者で締結する「レジ袋等の削減に

関する協定」に基づく賛同事業者の拡大や、市民へのマイバックの普及啓発の推進 

 

 

 事業活動によって生じるごみの減量化や資源化をすることは，地球温暖化対策にもつなが

る重要な取組の一つであることから，ごみ排出事業者やごみ収集運搬事業者などに対し、ご

みの排出抑制や適正処理を指導するなど、事業系ごみの減量化や資源化の促進に取り組み

ます。 

２ 事業系ごみの減量・資源化の促進 

主な取組 

 事業系ごみの分別 

 事業系ごみに関する検査を通じた、収集運搬を行う許可業者および排出事業者等に対する

適正処理の指導や分別の促進 

 事業系ごみの減量・資源化 

 「地球にやさしいオフィス・店」としての登録制度によるごみの減量・資源化および温室効果

ガスの排出抑制に積極的に取り組む事業所や店舗の支援 

 多量排出事業者からの「廃棄物減量等計画書」等に基づく指導・啓発による廃棄物の減量・

資源化促進 

 下水・し尿汚泥の活用 

 下水処理場やし尿処理場から発生する脱水汚泥のセメント原料としての有効活用 



  - 52 - 

５-３ 施策の削減効果 

2020（平成３２）年度の温室効果ガス排出量を、基準年比で２５％削減する目標の実現に向

け、国・県・市が、それぞれの役割や責務等を踏まえ、相互に密接に連携し、施策を実施するこ

とによる削減効果について、次のとおり見込んでいます。 

この目標を達成することは、決して容易ではありませんが、市民・事業者・行政それぞれの主

体が、削減目標実現のために積極的に取り組んでいくことが非常に重要です。 

 

 

単位：千 t-CO２ 

部門別 

 

 

基本施策 

対策ケース

（2020 年）による

基準年に対する

削減見込量（率） 

削減関連部門 

主な事例 

（2020 年における削減見込量） 産業 
民生 

家庭 

民生 

業務 
運輸 廃棄物 

再生可能エネルギー

の利用促進 

７ 

（０．２％） 
 ７    

太陽光発電システムの設置拡大（6） 

太陽熱利用システムの設置拡大（1） 

環境負荷の尐ないラ

イフスタイル・事業活

動の定着促進 

３６８ 

（１３．８％） 
１１ ８０ １６８ １０９  

高効率給湯器への更新（37） 

次世代自動車への更新（65） 

エコドライブの実践（44） 

家庭用照明のＬＥＤ化（10） 

建築物の高断熱・高気密化（25） 

コンパクトで低炭素

な都市の実現 

２１ 

（０．８％） 
   ２１  

自動車から公共交通への転換（17） 

自動車から自転車への転換（3） 

循環型社会の構築 
４ 

（０．２％） 
    ４ ごみの減量・資源化（4） 

合計 
４００ 

（１５．０％） 
１１ ８７ １６８ １３０ ４ （212） 

※対基準年比２５％の削減目標に満たない部分については、電力の排出原卖位の改善等による削減効果を約７％、

将来の社会動向の変化や技術革新に応じた新たな取組や市民・事業者・市の更なる取組などによる削減効果を３％

とし、目標の実現を目指すこととします。 

 

 

  

図 5-1 施策の削減効果 
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第６章 

エコシティたかまつ推進プロジェクト 
第６章では、本計画で掲げる温室効果ガス削減目標の実現に向け、本市の地域特性を

いかし、重点的に取り組むべき施策・取組をエコシティたかまつ推進プロジェクトとして設定

します。 
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６-１ 交通・エコシティたかまつ推進プロジェクト 

（１）プロジェクトの概要 

運輸部門からのＣＯ２排出量を効果的に削減するためには、集約型都市構造への転換を図

る中で徒歩や、自転車での移動を増やすとともに、公共交通の分担率を引き上げることが重要

です。 

本市では、移動の手段として、多くの人がマイカーに依存している一方、温暖尐雤で市街地

が平坦である地域特性から、自転車は、身近な乗り物の一つとして、市民に定着していることか

ら、快適な自転車利用の環境整備や、公共交通の利便性の向上とともに、ハイブリッド・電気自

動車などの環境性能に優れた次世代自動車の普及に努め、“交通・エコシティたかまつ”の形

成を目指します。 

 

（２）各主体の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市の取組（主な項目） 

 自転車利用環境の整備 

ＣＯ２を排出せず、機動性などに優れた都市内交

通手段として、自転車のより一層の利用を促進する

ため、自転車走行空間の確保、レンタサイクルの充

実など自転車の利用環境の整備に取り組みます。 

 

 

 

 公共交通の利用促進 

過度に自動車に依存しない交通体系への転換を

目指し、公共交通の在り方を検討するとともに、バス

路線網の再編や維持に努めるなど、公共交通の利

用促進に取り組みます。 

 

 

 

 環境負荷の少ない自動車の利用促進 

自動車の走行に伴うＣＯ２排出量の抑制につなが

るよう、環境性能に優れたハイブリッド自動車や電気

自動車などに関する情報提供や、電気自動車普及

に向けた環境整備の検討、用途に応じた公用車の

更新時における次世代自動車の導入など、環境負

荷の尐ない自動車の利用促進に取り組みます。 

 

 

 

 

■市民の取組 

 通勤通学や買い物などの近距離移動で

は、健康増進のねらいも含め、徒歩や自

転車利用に努めましょう。また、自動車の

移動から、できるだけ、公共交通であるバ

スや電車を利用しましょう。 

 自転車を利用する際は、交通ルールの遵

守はもとより、駐輪マナーや走行マナーを

守りましょう。 

 ガソリン自動車の更新の際は、環境性能

に優れた次世代自動車を検討しましょう。 

■事業者の取組 

 企業では、従業員に対して通勤時や近距

離移動における自転車利用を奨励しま

しょう。従業員は率先して自転車利用に努

めましょう。また、自動車の移動から、でき

るだけ、公共交通であるバスや電車を利

用しましょう。 

 人が多く集まる公共施設や集客施設、交

通結節点などにおいては、駐輪場の適切

な設置に努めましょう。 

 ガソリン自動車の更新の際は、環境性能

に優れた次世代自動車を検討しましょう。 

  

■滞在者、観光客等の取組 

 市内でのビジネスや観光、うどん巡りなど

の移動手段として、レンタサイクルを利用し

ましょう。 



  - 55 - 

６-２ ソーラー・エコシティたかまつ推進プロジェクト 

（１）プロジェクトの概要 

年間を通じて、降水量が尐なく、晴天日や日射量の多い本市は、太陽エネルギーの利活用

に非常に適した地域です。この太陽エネルギーの市域への加速的導入を促進し、“ソーラー・

エコシティたかまつ”の形成を目指します。 

 

（２）各主体の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市の取組（主な項目） 

 太陽光発電システム設置費の補助 

市内の住宅や事務所に太陽光発電システムを設

置する希望者に対し、設置費の一部を助成します。 

 

 太陽熱利用システム設置費の補助 

市内の住宅に太陽熱利用システムを設置する希

望者に対し、設置費の一部を助成します。 

 

 市有施設への太陽光発電システムの設置 

学校施設など、設置可能な市有施設に、太陽光

発電システムを率先して導入します。 

 

 市民参画による共同発電事業の検討 

市民や市民団体、商店街等が共同で出資して地

域に太陽光発電等を設置する、市民共同発電事業

について検討します。 

 

■市民の取組 

 家を新築するとき、改修するときには、太陽

光発電システムや太陽熱利用システムの

導入を検討しましょう。 

 学校や公共施設などに設置された太陽光

発電施設に関心を持ちましょう。 

■事業者の取組 

 工場や事務所、ビル等の所有者は、太陽

光発電システム等の導入を検討しましょう｡ 

 今後の成長が見込まれる太陽エネルギー

を活用したビジネスアイデアを検討するな

どし、自社の成長・発展にいかしましょう。 
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第７章 

計画の推進 
第７章では、計画の円滑な推進、着実な進行管理を行うための体制や方法について定

めます。 
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７-１ 計画の推進体制 

（１）高松市地球温暖化対策実行計画推進協議会 

関係行政機関や学識経験者、事業者団体の代表、市民団体の代表などで構成される「高松

市地球温暖化対策実行計画推進協議会」において本計画の推進に努めます。 

なお、同協議会は、地球温暖化対策推進法第２０条の４に規定する地方公共団体実行計画

協議会とします。 

 

（２）庁内における横断的連携・合意形成 

本計画で掲げる地球温暖化防止に向けた取組は、環境分野に限らず、交通・農林業・都市

計画など、幅広い行政分野にわたります。このため、環境の保全および創造に関する施策を総

合的かつ計画的に推進するために設置された「高松市環境問題庁内連絡会議」において、庁

内の横断的連携や全庁的な合意形成を図りながら、本計画を効果的に推進していきます。 

 

（３）国・香川県、周辺自治体等との連携 

地球温暖化対策を効果的に進めていくためには、国・県と密接な連携と協調を図るほか、高

松市域だけを対象として考えるだけでなく、広域的視点で取り組むことも非常に重要です。 

例えば、自動車の利用抑制や公共交通の利用促進、森林の保全・整備など、市域に限定せ

ず、広域的視点から取り組むことが有効なものについては、必要に応じ、周辺自治体等と連携

して取り組みます。 

 

（４）市民参画の実践組織 

地球温暖化対策を効果的に進めていくためには、何よりも日々の生活や事業活動において、

身近に取り組めることから実践することが大切です。 

このため、地球温暖化対策に関する実践活動を行っている市民・市民団体、事業者を中心と

した市民実践組織づくりに取り組み、地球温暖化対策に関する普及啓発イベントなど、実践組

織が自主的に取り組む活動を支援するなど、市民・事業者・市が連携・協調した取組を推進しま

す。 
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７-２ 計画の進行管理 

この計画の実効性を高めるため、PDCA サイクル（計画（Plan）－実施（Do）－評価（Check）－

改善（Action））による進行管理を行います。 

（１）温室効果ガス排出量の算定 

計画で掲げる削減目標の達成状況や施策・取組の効果を評価するため、市域から排出され

る温室効果ガス排出量を毎年度算定し、公表します。 

算定手法は、本計画策定時に用いた手法を原則とするが、最新の知見に基づき、より精度向

上や進行管理の実効性向上が期待できる手法を取り入れる際は、現手法による算定結果との

整合性を精査しつつ、適宜、導入を検討します。 

 

（２）取組状況の評価・公表 

市は、毎年度、計画の取組状況を評価し、その結果を「高松市地球温暖化対策実行計画推

進協議会」に報告するとともに、ホームページなどを通じて、公表します。 

 

（３）計画の見直し 

本計画は、国の地球温暖化対策の道筋が明らかになった段階、また、将来の国の動向や対

策技術の開発・普及動向などを踏まえ、必要に応じ、適時適切に見直しを行います。 

 

 

 

  

 

図 7-１ PDCA サイクル 
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７-３ 進行管理指標 

本計画の適正な進行管理のため、基本施策ごとに、進行管理指標を次のとおり設定します。 

なお、指標等については、取組の見直し等に合わせ、適宜、必要な見直しを行います。 

 

 

基本施策 指標 
現況 

2009（H２１）年度 

目標 

2020（H３２）年度 

再生可能エネル

ギーの利用促進 

住宅用太陽光発電システム設置件数（市補

助件数） 
 １，６７５件 ６，５００件 

事業所用太陽光発電システム設置件数（市補

助件数） 
５件 １９５件 

太陽熱利用システム設置件数（市補助件数） ４件 １３０件 

下水汚泥消化ガス利用量 ５３２，５００㎥／年 ６４５，５００㎥／年 

環境負荷の尐な

い ラ イ フ ス タ イ

ル・事業活動の

定着促進 

家庭の高効率給湯器の設置率 ― ６０％ 

次世代自動車の導入率 ― ３０％ 

コ ン パ ク ト で 低

炭素な都市の実

現 

公共交通利用者数 ５６，５０５人／日 ６４，２００人／日 

パーク・アンド・ライド駐車台数 
１，０４４台 

（2009.2 時点）  
１，７８０台 

レンタサイクル利用者数 ２６４，５５６人／年 ４５０，０００人／年 

循 環 型 社 会 の

構築 

ごみの排出量 １５４，０８０ｔ １４７，０００ｔ 

ごみのリサイクル率 ２１．０％ ２６．０％ 

  

表 7-1 進行管理指標 



     - 61 - 

 

 

 

 

 

第８章 

行動指針 
第８章では、市民や事業者が日々の生活や事業活動の中で、環境負荷の尐ない行動

を自らが考え、行動できるように、身近な取組事例を示すとともに、取組意欲の向上を図る

ため、行動による CO２削減効果やコスト削減効果なども合わせて示しています。 
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８-１ 身近な取組への心構え 

地球温暖化対策を推進していくためには、市民・事業者のそれぞれが、日ごろの暮らし方や

エネルギーの使い方を見直すなど、身近な地球温暖化防止の行動から始めることが、何よりも

大切です。 

身近な取組から始めることにより、ＣＯ２の削減だけでなく、光熱費などの節約にもつながるた

め、次の三つのことを心掛けて行動しましょう。 

 

（１）できること・できるところから、積極的に取り組みます。 

まず一人一人の市民、一つ一つの事業所が自分たちのできることを考え、今、できることから

実行します。できる人・意欲のある人から取組を始め、徐々に取組の輪を周りに広げていきま

す。 

今、できないことについては、どうすればできるのかを考えます。 

 

（２）やりがいを持ち、楽しく行動します。 

「地球温暖化対策だから」、と我慢や不便ばかりを強いていては、どんな人でも取組は長続き

しません。やりがいを持ち、楽しく行動できるようにします。一生懸命に取り組んだ人は、直接

的・間接的にでも報われるような社会の仕組みを目指します。 

そうすることで、一部の意識の高い人だけでなく、たくさんの人が取り組めるようにします。 

 

（３）市民運動として、行動の輪を広げます。 

地球温暖化対策は、一人一人ができることから行動を起こすことが第一ですが、みんなで考

え、知恵を出し合い、行動を広げていくことも大切です。 

市民・市民団体、事業者、市の各主体の積極的な行動とパートナーシップの下、実践の輪を

市民運動として展開します。 
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８-２ 身近な取組事例 

エネルギー削減量、ＣＯ２削減量および節約額については、年間の数値です。 

なお、（＊）付の取組は参考資料として『家庭の省エネ大辞典 (財)省エネルギーセンター』を使用しています。 

 

（１）エコな生活スタイルを選択しよう 

◆ エアコンの設定温度は、夏は２８℃・冬は２０℃に、つける時間は短めに （＊） 

取組 
エネルギー削減量 

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

エアコンの冷房設定温度を、２７℃から２８℃にした

場合（外気温度：３１℃、使用時間：９時間/日） 
３０．２４kWh １１．３ｋｇ 約６７０円 

エアコンの暖房設定温度を、２１℃から２０℃にした

場合（外気温度：６℃、使用時間：９時間/日） 
５３．０８kWh １９．８ｋｇ 約１，１７０円 

冷房を１日１時間短縮した場合（設定温度２８℃） １８．７８kWh ７．０ｋｇ 約４１０円 

暖房を１日１時間短縮した場合（設定温度２０℃） ４０．７３kWh １５．２ｋｇ 約９００円 

 

◆ テレビのつけっぱなしは要注意 （＊） 

取組 
エネルギー削減量 

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

液晶テレビ（２０インチ）を見る時間を、１日１時間短

縮した場合 
１５．００kWh ５．６ｋｇ 約３３０円 

プラズマテレビ（３２インチ）を見る時間を、１日１時

間短縮した場合 
７４．５７kWh ２７．８ｋｇ 約１，６４０円 

 

◆ パソコンは使うときだけ ON （＊） 

取組 
エネルギー削減量 

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

デスクトップパソコンの利用時間を、１日１時間短

縮した場合 
３１．５７kWh １１．８ｋｇ 約６９０円 

ノート型パソコンの利用時間を、１日１時間短縮し

た場合 
５．４８kWh ２．０ｋｇ 約１２０円 

 

◆ 照明は点灯時間を短く （＊） 

取組 
エネルギー削減量

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

白熱電球(54W)１灯の点灯時間を、１日１時間短縮

した場合 
１９．７１kWh ７．４ｋｇ 約４３０円 

蛍光ランプ(12W)１灯の点灯時間を、１日１時間短

縮した場合 
４．３８kWh １．６ｋｇ 約１００円 

 

◆ 冷蔵庫は詰め込まず、開閉を減らして （＊） 

取組 
エネルギー削減量

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

詰め込んだ場合と、半分にした場合との比較 ４３．８４kWh １６．４ｋｇ 約９６０円 

ＪＩＳ開閉試験基準の２倍の回数開閉を行った場合

との比較 

（基準） 冷蔵庫：12分毎に 25回 

冷凍庫：40分毎に 8回 

１０．４０kWh ３．９ｋｇ 約２３０円 
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◆ 電気ポットのつけっぱなしは大敵 （＊） 

取組 
エネルギー削減量

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

６時間保温状態にした場合と、プラグを抜き保温せ

ずに再沸騰させた場合の比較(満タンの水 2.2L を

入れて沸騰させ、1.2L を使用後) 

１０７．４５kWh ４０．１ｋｇ 約２，３６０円 

 

◆ エコクッキングを実践しよう （＊） 

取組 エネルギー削減量 ＣＯ２削減量 節約額 

根菜（100g）を、ガスコンロで水１L（約27℃）に入れ

煮る場合と、電子レンジで下ごしらえをした場合 
(原油換算) 5.45L １３．４ｋｇ 約１，０１０円 

水１L（約20℃）を沸騰させる時、ガスコンロを強火

から中火へにした場合（１日 3回） 
（ガス) 2.38ｍ3 ５．４ｋｇ 約３７０円 

 

◆ ガス給湯器の設定温度は、目的に合わせてチェンジ （＊） 

取組 
エネルギー削減量

(ガス) 
ＣＯ２削減量 節約額 

65Lの水道水（水温20℃）を使い、湯沸し器の設定

温度を40℃から38℃にし、2回/日手洗いした場合 
８．８０ｍ3 ２０．０ｋｇ 約１，３８０円 

 

◆ お風呂は続けて入り、シャワーは必要なときだけ （＊） 

取組 エネルギー削減量 ＣＯ２削減量 節約額 

２時間放置し 4.5℃低下した湯（200L）を追い焚きし

た場合 
（ガス）３８．２０ｍ3 ８７．０ｋｇ 約６，０００円 

45℃のシャワーを流す時間を１分間短縮した場合 
（ガス）１２．７８ｍ3 

（水道） ４．３８ｍ3 
２９．１ｋｇ 約３，０００円 

 

◆ マイバッグを持ち歩こう 

取組 エネルギー削減量 ＣＯ２削減量 節約額 

マイバッグを利用する ― ５８．０ｋｇ ― 

資料：環境省「身近な地球温暖化対策」 

 

◆ 電気製品は、使わないときはコンセントからプラグを抜き、待機時消費電力を削減 （＊） 

 待機時消費電力量の内訳 

家庭における全消費電力量の内、待機時消費電力量が６％を占めています。その中でもガス温水

器機による消費電力量が多く、次いで冷暖房兼用エアコンが続きます。 
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（２）省エネ製品を選択しよう 

◆ 照明機器の更新の際は、省エネ型(白熱電球を電球型蛍光灯やＬＥＤ照明)に （＊） 

取組 
エネルギー削減量 

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

白熱電球（５４W）から電球型蛍光灯（１２W）へ ８４．００kWh ３１．３ｋｇ 約１，８５０円 

    ※一般的に、ＬＥＤ（発光ダイオード）電球の消費電力は、白熱電球に比べて、約１／８～１／１０と言われています。 

（３）環境負荷の少ない移動手段を選ぼう 

◆ ガソリン自動車の買替えの際は、ハイブリッド自動車などのエコカーを選択しよう 

取組 エネルギー削減量 ＣＯ２削減量 節約額 
ガソリン乗用車からハイブリッド車へ 
(往復１０ｋｍの通勤) 

― ２４７．０ｋｇ ― 

資料：環境省 

◆ 出かける際はバスや電車、自転車など環境に優しい移動手段を利用しよう 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土交通省「公共交通活性化に向けた国土交通省の取組」          

◆ レンタサイクルを利用しよう 

本市では駅前や市役所など７か所のレンタサイクルポートを設

け、自転車の貸出しを行っています。予約の必要はなく、一時

利用の際には、借りたポート以外でも返却できるので、市街地な

どの移動に便利です。 

 

◆ パーク・アンド・ライドで公共交通を利用しよう 

パーク・アンド・ライドとは、自動車で最寄の駅やバス停へ移動・駐車し、公共交通に乗り換えて、目的

地まで移動する方法で、渋滞の緩和だけではなく、排気ガスによる大気汚染の軽減や二酸化炭

素排出量の削減効果があります。 

 

◆ エコドライブを心がけよう （＊） 

取組 
エネルギー削減量

(ガソリン) 
ＣＯ２削減量 節約額 

ふんわりアクセル「ｅスタート」 ８３．５７Ｌ １９４．０ｋｇ 約１０，０３０円 

加減速の尐ない運転 ２９．２９Ｌ ６８．０ｋｇ 約３，５１０円 

早めのアクセルオフ １８．０９Ｌ ４２．０ｋｇ 約２，１７０円 

アイドリングストップ １７．３３Ｌ ４０．２ｋｇ 約２，０８０円 

レンタサイクルポート 

g-CO２／人キロ

0

0

19

51

168

0 50 100 150 200

徒歩

自転車

鉄道

バス

自家用乗用車

輸送機関別ＣＯ２排出量原単位
（１人１km輸送したときのCO２排出量）

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8E%92%E6%B0%97%E3%82%AC%E3%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E6%B0%97%E6%B1%9A%E6%9F%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8C%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%82%AD%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8C%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%82%AD%E7%B4%A0
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（４）建物のエコ化を進めよう 

◆ 家庭用燃料電池や高効率の給湯器（ＣＯ２冷媒ヒートポンプ型等）を導入しよう 

 エネファーム 

天然ガスから抽出した水素と大気中の酸素を化学反応させて発電し、その際に発生する排熱を回

収して給湯や暖房に利用する家庭用のコージェネレーションシステムです。従来の発電システムの中

で廃棄していた排熱も、給湯や暖房の熱源として有効活用できます。 

 

 

 

 

 
 

 

出典：四国ガス 
 エコウィル 

都市ガスを燃料としてガスエンジンで発電し、その際

に出る排熱を利用して、給湯や暖房ができる家庭用

コージェネレーションシステムです。 

総合エネルギー効率が極めて高いのが特徴です。 

 

 

 

 

出典：四国ガス 

 エコキュート 

火を使わずに「空気の熱」でお湯を沸かす省エネ給

湯器です。 

従来の電気温水器に比べ、約１/３のエネルギーで

効率よくお湯を沸かすことができます。 

 
出典：四国電力 

◆ 太陽熱温水器を設置しよう 

本市では市民が自ら居住する住宅に太陽熱利用システムを設置する場合、費用の一部を補助してい

ます。 

取組 
エネルギー削減量

(都市ガス) 
ＣＯ２削減量 節約額 

太陽熱温水器 １８２.２ｍ3 ４１３．０ｋｇ ２８，８４２円 

資料：社団法人ソーラーシステム振興協会「2008 ソーラーシステム・データブック」 

1kw の電気を発電するときに発生する

2.8kw の熱を有効に利用 
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◆ 太陽光発電を設置しよう 

本市では、住宅や事業所(事務所・営業所・ビル等)への太陽光発電システム設置者を対象に、補助

金を交付しています。 

取組 
エネルギー削減量 

（原油） 
ＣＯ２削減量 節約額 

太陽光発電システム ２２７Ｌ/ kW ３１４．５ｋｇ/kW ― 

資料：太陽光発電協会「公共・産業用太陽光発電システム」 

 固定価格買取制度導入による太陽光発電システムのコスト回収の試算（モデルケース） 

新築住宅に 3.5ｋｗの太陽光発電シ

ステムを導入した場合、モデルケース

においては、10 年程度で、初期投資

額を取り戻すことができるとされていま

す。 

 
なお、自治体等の補助は、各自治体

によって異なり、ここで使っている金額

は平均的な金額です。 

 

 

出典：経済産業省「経済産業ジャーナル平成 21 年 9・10 月号」 

 

◆ 最新の省エネ基準を満たすエコガラスを取り入れよう 

優れた断熱性能と遮熱性能を有した、エコガラスを取り入れることにより、窓ガラスからの熱の出入りを

防いで室内を快適に保つとともに、暖冷房の効率をアップし、暖冷房によって発生する CO2 排出量を

削減できます。 

取組 エネルギー削減量 ＣＯ２削減量 節約額 

窓ガラスをエコガラスへ ― 

(戸建住宅)  

５０９．７ｋｇ 

(集合住宅)  

１９３．１ｋｇ 

(戸建住宅)      

約５５，８４４円 

(集合住宅)      

約１８，０７５円 

資料：板硝子協会「エコガラス シミュレーター」 

 

（５）CO２削減につながる取組を応援しよう 

◆ 環境配慮商品を購入しよう(グリーン購入) 

グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を

考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷ができるだけ尐な

いものを選んで購入することです。 

また、消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしいも

のにするだけでなく、供給側の企業に環境負荷の尐ない製品

の開発を促すことで、経済活動全体を変えていく可能性を持っ

ています。 

 

 

出典：グリーン購入ネットワーク 
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◆ 地産地消を推進しよう 

地域で生産された食べ物を地域で消費する「地産地消」は、

卖に新鮮なだけでなく、生産者の顔が見えやすいことで、農

産物に対する安心感が得られるほか、生産者にとっては、

地域の消費者とのつながりを持つことで、消費者のニーズを

把握できるとともに、輸送にかかるコストやエネルギーも節約

できるため、地域の農産物を食べることで、環境負荷の低減に

もつながります。 

このため、高松市内で生産された農産物の中で、“たくさん

生産されている”、“地域限定の農産物である”など、特徴のあ

る農産物を、『高松産ごじまん品』として選考するとともに、キャ

ラクターを設定し紹介しています。 

                                      

（６）地域で取り組む温暖化防止活動に参加しよう 

◆ 地域の環境イベントに積極的に参加しよう 

 たかまつ緑のカーテン・コンテスト 

家庭や学校・事務所の建物の壁面に作った“緑のカーテ

ン”について、「家庭部門」と「学校・事務所部門」の２部門を

対象にコンテストを行うなど、緑のカーテンづくりを進めてい

ます。 

 

 

取組 
エネルギー削減量 

(電気) 
ＣＯ２削減量 節約額 

エアコンの冷房設定温度を、２７℃から２９℃にした

場合（外気温度：３１℃、使用時間：９時間/日） 
６０．４８kWh ２２．６ｋｇ 約１，３４０円 

    ※緑のカーテンを実施している市有施設で検証した結果、緑のカーテンの内と外で最大４．１℃の温度差がありました。 

 

 カーフリーデー高松 

道路を歩行者に開放し、車のない都市環境を体験してもら

うことで、公共交通の利用やマイカー使用の見直しについて

のきっかけづくりとして、開催しています。 

 

 

 
カーフリーデー高松の様子 

環境業務センターの緑のカーテン 
 

ハナちゃん   びわぞう    フキトリオ 


